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豊田市広告付き行政情報モニター設置事業プロポーザル実施要領 
 
１ 目的 

財源の創出及び市の広報手段を確保するため、市役所南庁舎１階市民課待合に広告付き
行政情報モニターを設置し、併せて行政情報及び広告情報を掲載する設置事業者を募集す
る。 

 

２ 事業の概要  
（１）事業内容 

別紙「豊田市広告付き行政情報モニター設置事業仕様書」のとおりとする。また、
各種提案事項については、豊田市と協議の上で履行すること。 

 
（２）履行期間 

令和９年４月１日から令和１０年３月３１日までの１年間とする。 
ただし、１年ごとに更新することができるものとし、最長５年間（令和１４年３月

３１日まで）とする。 
 

３ 広告料下限額 
月額２４９，７００円（消費税及び地方消費税込） 
 

４ 参加資格要件  
次に掲げる条件を全て満たす者とする。 

（１）公告日において、令和８・９年度の豊田市競争入札参加資格（物品等）を有する者で
あること。 

（２）参加表明書の提出日から当該案件の契約の相手方の決定までの間、地方自治法施行令
（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項又は第２項の規定に該当する者でな
いこと。 

（３）参加表明書の提出日から当該案件の契約の相手方の決定までの間、会社更生法（平成
１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法
律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者でないこと。 

（４）参加表明書の提出日から当該案件の契約の相手方の決定までの間、本市から入札参加
停止又は入札参加保留の措置を受けていない者であること。 

（５）参加表明書の提出日から当該案件の契約の相手方の決定までの間、本市と豊田警察署
の間で締結している「豊田市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」に
規定する排除の対象となる法人等に該当する者でないこと。 

（６）このプロポーザルに参加表明書を提出しようとする者の間に、別表に定める資本関係
や人的関係がない者であること（資本又は人的関係に該当する者同士が辞退する者を決
めることを目的に当事者間で連絡を取ることは、特に問題ありません。）。 
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（７）公告日において、次に掲げる条件を満たす者であること。 
ア 愛知県内に本店、支店、営業所又は事業所を有する者（ただし、（１）に掲げる豊   
  田市競争入札参加資格者の名簿に登載されたものに限る。） 
イ 令和３年４月以降、官公庁（国、地方公共団体、公社及び独立行政法人に限る。）
での広告付き行政情報モニターの作成・設置業務等の事業の履行実績を有する者であ
ること。 

 

５ 選考日程  
（１）全体スケジュール 

８月２８日（金）   事業実施の公告、公表、公募の開始 
９月２５日（金）   参加表明書の受付期限、質問の受付期限 
９月３０日（水）   参加資格確認通知書の送付 

   １０月 ５日（月）   質問の回答期限 
１０月２１日（水）   提案書等の提出期限 
１０月２７日（火）   ヒアリング実施及び選考委員会開催 
１０月２９日（木）   選考結果の通知 
１１月 ２日（月）予定 選考結果の公表 
１１月２０日（金）予定 協定書締結 

 
（２）ヒアリング 
  ア 日時  １０月２７日（火） 午後２時から午後３時３０分までのうち、 

指定する２５分間 
  イ 場所  豊田市役所 東７３会議室（東庁舎７階） 
  ウ 備考  ・提出された提案書に基づき１社２５分（説明１０分、質疑応答１５分） 

  のヒアリングを行う。 
 ・プレゼンテーション及び質疑応答は、参加者名を伏せて行うので自己紹 

介を行わないこと。 
        ・全参加者のヒアリング終了後、引き続き選考委員会を実施する。 

６ 選考委員 
委員長   梅村 靖之 （市民部副部長） 
副委員長  妻木 克彦 （市民部市民課課長） 
委 員   中野 洋介 （市長公室広報課課長） 

安倍 大介 （総務部財産管理課課長） 
磯谷 由美 （市民部市民課副課長） 
※選考委員は、外部の専門家がいないため、内部委員のみで構成する。 
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７ 提案書等の提出書類 
  A４サイズ片面８枚以内（表紙、裏表紙、目次、納付広告料の見積書は頁数に含まない。）

に下記内容を記載すること（提出部数は正本１部、副本６部）。ただし、副本について
は、社名及び社名を連想させるロゴ等を使用しないこと（表紙、裏表紙、目次及び本文
を含むので注意すること）。 

 
（１）事業者の業務実績 
   過去５年間の同種・類似業務の実績一覧（業務名、発注者、広告料月額、契約期間、

業務の概要等） 
 
（２）業務責任者（担当者）の能力及び実行力 
  ア 業務責任者(担当者)の経歴、同種・類似業務実績件数、現在の手持ち業務、資格等 
  イ 業務責任者（担当者）による不具合（モニター等の故障又は広告主とのトラブル等）

発生時の具体的な対応事例 
 
（３）業務担当体制 
   会社概要、本業務を担当する営業所、人員体制等 
 
（４）業務実施方針 
  ア 本業務の主旨を踏まえた業務実施方針、具体的実施方法、重点項目、課題及びその

対応等のほか本社等の支援方針 
  イ 事業履行準備期間及び開始後における取組内容等 
 
（５）取組意欲 
  ア 画質要素や低消費電力等のモニター性能 
  イ 来場者に広告及び行政情報を確実に伝達させる等の具体的な工夫 
  ウ その他（特徴や強調点等、特にアピールしたいポイント） 
 
（６）保守管理体制 
   設備機器の使い方等のフォロー内容や問合せ等に対する具体的な体制 
   
（７）緊急時対応 
   設備機器の不具合時における迅速な対応、報告等の具体的な体制 
 
（８）広告及び行政情報の提供内容等 
  ア 社内における広告内容の審査基準、審査体制等の有効な審査環境の構築状況 
  イ 放映タイムスケジュール・更新計画 
  ウ 行政情報の更新方法、映像の内容、更新頻度、作成依頼から放映までの所要日数 
   
（９）設備機器の仕様等 
  ア 仕様書の要件を満たす、設備機器の仕様、数量等の一覧 
  イ ４台以上設置する場合、４台目以降の設置について、写真、図面等を使用し、位置

等を表示 
  ウ 設備機器の設置（固定、配線等）、落下等の対策及び原状回復の方法等の技術的な

視点や使用材質及びデザイン性等設置場所への調和・配慮 
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（１０）納付広告料の見積書（１部） 
   市に支払う広告料を１か月あたりの総額（税抜）で表示 
  
８ 評価基準 
（１）下記項目のうち、ア、イ（カ）の一部及びウを事務局が採点し、イのその他の項目を

選考委員が採点する。事務局の採点結果と各選考委員の採点結果の合計が最高得点の者
を協定の相手方として選定する。ただし、あらかじめ定めた最低基準点以上の者とする。 

  ア 業務経歴等（１６点）【事務局評価】 
  （ア）事業者の業務実績（８点） 
  （イ）業務責任者(担当者)の能力及び実行力（８点） 
  イ 業務実施計画等（６４点）【選考委員評価】 
  （ア）業務担当体制（８点） 
  （イ）業務実施方針（８点） 
  （ウ）取組意欲（８点） 
  （エ）保守管理体制（８点） 
  （オ）緊急時対応（８点） 
  （カ）広告及び行政情報の提供内容等（１２点）※一部事務局評価 
  （キ）設備機器の仕様等（１２点） 
  ウ 価格（２０点）【事務局評価】 
  （ア）納付広告料（２０点） 
     ※詳細は別紙「評価基準」のとおり 
 
（２）最高得点のものが同点の場合は、広告料の見積金額の高い者を協定の相手方として特

定する。なお、見積金額も同額の場合は、緊急時対応の点数が高い者を相手方として特
定する。 

 
（３）提案者が１者の場合でも、最低基準点（３００点）に達しない者は協定の相手方とし

て特定しない。 
 
９ 広告掲載の留意事項 
（１）広告は、広告の掲載を希望するものを募集の上作成し、掲載する広告内容（広告主や

掲載内容等）については、掲載前に豊田市の審査を受けること。 
 
（２）豊田市広告掲載要綱及び豊田市広告掲載基準を遵守すること。 
  （要綱及び基準は、豊田市ホームページ内「広告事業の要綱等、募集一覧」に掲載） 
 

１０ その他 
（１）このプロポーザルに参加する費用の全ては、参加者の負担とする。 
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（２）手続で使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
（３）ヒアリング実施前の、選考委員との接触を禁止する。 
（４）最優秀提案者特定の日から協定書締結の日までの間に次のいずれかに該当するときは、

協定書締結を行わない。なお、協定書の締結に至らなかった場合は、最優秀提案者の次
点の者と交渉するものとする。 

  ア プロポーザルの参加資格要件に適合しなくなったとき。 
  イ 提案に関する書類に虚偽の記載をしたことが確認されたとき。 
  ウ 本市が最優秀提案者が事業を遂行することが困難と判断したとき。 
（５）前号の場合を除き、選考結果通知後の辞退は認めない。なお、受託の辞退等により本

市に損害が生じた場合は、その費用を請求する場合がある。 
（６）全ての提案者の社名、評価結果（得点）及び順位は、豊田市ホームページ等において

公表する。 
 


